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1. 18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年 3月期       20,028     2.4         △49 －          △20 －

17年 3月期       19,555    △1.6         216     4.3         204     0.8

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期          △99 －          △2.88 －     △1.3    △0.1    △0.1

17年 3月期          155   △79.2          4.48－      2.0     0.8     1.0

(注 )1.期中平均株式数 18年 3月期     34,623,325株 17年 3月期     34,632,391株
2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 3月期 － － － － － －

17年 3月期           3.00－           3.00         103    67.0     1.3

(注 )18年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
18年 3月期       25,631       7,562     29.5         218.44

17年 3月期       25,894       7,883     30.4         227.66

(注 )1.期末発行済株式数 18年 3月期     34,618,789株 17年 3月期     34,626,944株
2.期末自己株式数 18年 3月期         31,211株         23,056株17年 3月期

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期        9,600           0           0－ － －

通 期       20,000         200         100－           2.00          2.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           2円 89銭

上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 。 尚 、 上 記 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お け る 将 来
の 見 通 し ・ 予 想 を 含 ん で 記 載 し て い ま す 。 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て こ れ ら の 予 想 数 値
と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 決 算 短 信 （ 連 結 ） 添 付 資 料 ５ 頁 を 参 照 下 さ い 。
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貸 借 対 照 表
　　　　（単位：百万円）

期　別 前      期      末 当　　　期　　　末
平成１７年３月３１日 平成１８年３月３１日 増　　　減

科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比
（資　産　の　部） % % 

Ⅰ 流　動　資　産 13,020  50.3 13,410  52.3 389  
567  613  46  
1,542  1,233  △   309  
6,137  6,879  741  
1,084  1,254  170  
1,779  1,685  △   94  
276  286  9  
16  38  22  
260  236  △   24  
1,427  1,278  △   148  
△   72  △   95  △   22  

Ⅱ 固　定　資　産 12,874  49.7 12,221  47.7 △   652  
１．有形固定資産 10,625   (41.0) 10,230   (39.9) △   394  

538  577  39  
119  106  △   13  
607  817  210  
9  8        △   0  
230  210  △   20  
8,971  8,483  △   488  
148  26  △   121  

２．無形固定資産 225  (0.9) 202  (0.8) △   22  
25  19  △   5  
199  180  △   18  
1  2  1  

３．投資その他の資産 2,023  (7.8) 1,788  (7.0) △   235  
449  222  △   227  
50  50  0  
30  30  0  
1,361  1,327  △   33  
134  157  23  
△   1                 - 1  

　資　　産　　合　　計 25,894  100.0 25,631  100.0 △   263  
（負　債　の　部）

Ⅰ 流　動　負　債 10,065  38.9 10,438  40.7 372  
1,626  997  △   629  
1,876  1,733  △   143  
3,444  3,760  315  
2,381  3,178  797  
601  582  △   18  
31  23  △   8  
1  7  6  
102  156  53  

Ⅱ 固　定　負　債 7,945  30.7 7,631  29.8 △   314  
1,000  1,000  0  
3,456  3,274  △   182  
3,489  3,357  △   131  

  負　 債　 合　 計 18,011  69.6 18,069  70.5 58  
（資　本　の　部）

Ⅰ 1,732  6.7 1,732  6.8 0  
Ⅱ 900  3.5 986  3.8 86  

11  22  11  
889  964  75  

Ⅲ 5,057  19.4 4,752  18.5 △   305  
Ⅳ 196  0.8 96  0.4 △   100  
Ⅴ △   3  △ 0.0 △   5  △ 0.0 △   1  
  資　 本　 合　 計 7,883  30.4 7,562  29.5 △   321  
　負債及び資本合計 25,894  100.0 25,631  100.0 △   263  

その他有価証券評価差額金

再評価に係る繰延税金負債

繰 延 税 金 資 産
そ の 他

未 払 費 用

貸 倒 引 当 金

支 払 手 形

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

長 期 借 入 金

貸 倒 引 当 金

建 物

自 己 株 式

資 本 金

当 期 未 処 分 利 益
土 地 再 評 価 差 額 金

利 益 準 備 金

構 築 物

利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具

関 係 会 社 株 式

そ の 他

投 資 有 価 証 券

そ の 他

工 具 器 具 及 び 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

土 地

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形

材 料
前 払 費 用

売 掛 金
製 品
仕 掛 品

建 設 仮 勘 定

施 設 利 用 権

前 受 金
そ の 他

関 係 会 社 出 資 金

買 掛 金

未 払 金
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損 益 計 算 書

（単位：百万円）

期　　別 前　　　　期 当　　　　期

自 平成１６年４月　１日 自 平成１７年４月　１日 増　　減

至 平成１７年３月３１日 至 平成１８年３月３１日

科　　目 金　　額 比　率 金　　額 比　率

% % 

Ⅰ 19,555 100.0 20,028 100.0 472  

Ⅱ 16,124 82.5 16,763 83.7 639  

3,431 17.5 3,265 16.3 △   166  

Ⅲ 3,215 16.4 3,314 16.5 98  

216 1.1 △ 49 △ 0.2 △   265  

Ⅳ 90 0.5 114 0.6 24  

受 取 利 子 0 0 0  

受 取 配 当 金 25 43 18  

雑 収 入 64 70 5  

Ⅴ 102 0.5 86 0.5 △   15  

支 払 利 子 41 41 0  

雑 損 失 60 44 △   16  

204 1.1 △ 20 △ 0.1 △   225  

Ⅵ 97 0.5 337 1.7 239  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 97     　　- △   97  

投 資 有 価 証 券 売 却 益     　　- 337 337  

Ⅶ     　　-        - 477 2.4 477  

減 損 損 失     　　- 460 460  

土 地 売 却 損     　　- 8 8  

そ の 他     　　- 7 7  

301 1.6 △ 161 △ 0.8 △   462  
10 0.1 10 0.0 0  

136 0.7 △ 71 △ 0.3 △   207  

155 0.8 △ 99 △ 0.5 △   254  

734 774 40  

    　　- 289 289  

889 964 75  

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

当 期 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税 、住民 税及び 事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益
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利益処分案

（単位：百万円）

期　別

科　目 金　　　額 金　　　額

当 期 未 処 分 利 益 889     964     

これを次のとおり処分いたします。

利 益 準 備 金 積 立 額 11                -

利 益 配 当 金 103                -

（1株につき3円）

次 期 繰 越 利 益 774     964     

前　　　期 当　　　期
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重要な会計方針 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 

   (1)有価証券 

     子会社株式……移動平均法による原価法 
     その他有価証券 

      時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法  
              （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

      時価のないもの……移動平均法による原価法 

   (2)デリバティブ 
      時価法 

   (3)たな卸資産 
       製品及び仕掛品……個別法による原価法。ただし、一部の製品については総平均法による原価法 

       原材料……移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 
      有形固定資産……定率法 

             なお、主な耐用年数は次のとおりである。 
               建物       ３年～３８年 

               機械及び装置    ７年～１１年 

     無形固定資産……定額法 
      自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいている。 

３．引当金の計上基準 
  (1)貸倒引当金 

    一般債権 

       ……貸倒実績率等により計上している。 
    貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

       ……個別に回収可能性を検討し、取立不能見込額を計上している。 
   (2)退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 

    また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりである。 
     過去勤務債務…………発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(１０年)による定額法により

費用処理 
     数理計算上の差異……各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(１０年)による定額法によ

り、翌期から費用処理 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。 

５．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

６．ヘッジ会計の方法 
  (1)ヘッジ会計の方法 

     繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場
合には振当処理に、金利キャップについて特例処理の要件を充たしている場合には特例処理によっている。 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

    a. ヘッジ手段……為替予約 
      ヘッジ対象……製品輸出による外貨建売上債権 

    b. ヘッジ手段……金利スワップ、金利キャップ 
      ヘッジ対象……借入金 

  (3)ヘッジ方針 

     金利変動リスク及び為替変動リスクの低減のため、対象債権債務の範囲内でヘッジを行っている。 
  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

     ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロ
ー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価している。 

７．消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
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重要な会計方針の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成 14 年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成 15 年 10 月 31 日）を適用している。これによる税引前当期純損失に与える影響額は 460 百万円である。 
  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

 
注 記 事 項 
（貸借対照表関係） （前 期 末） （当 期 末） 

１．関係会社に対する短期金銭債権 2,241 百万円 1,934 百万円 

  関係会社に対する短期金銭債務 118 百万円 190 百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 8,823 百万円 8,866 百万円 

３．受取手形割引高 163 百万円 － 百万円 

４．担保に供している資産     

売   掛   金 1,195 百万円 － 百万円 

５．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として、プレス装

置、コイル成形機、ＣＡＤシステムがある。 

６．土地再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成 11 年法律第 24 号）により、事業用土地の再評価を

行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を資本の部に計上している。 

再評価の方法     

土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号によるところの地価

税の計算により算定した価額に合理的な調整を行う方法 

再評価を行った年月日   平成 12 年 3 月 31 日  

 当該事業用土地の再評価前の帳簿価額  456 百万円 

 当該事業用土地の再評価後の帳簿価額  8,483 百万円 

なお、当該事業用土地の平成18年3月31日における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を4,276

百万円下回っている。 

７．商法施行規則第 124 条第 3号に規定する純資産額 196 百万円 96 百万円 

     

 

（損益計算書関係） （前   期） （当   期） 

１．関係会社に対する売上高 3,500 百万円 3,560 百万円 

関係会社からの仕入高 1,934 百万円 1,998 百万円 

関係会社に対する営業取引以外の取引高 189 百万円 176 百万円 

２．減損損失 

当期において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上した。 

場所 用途 種類 減損金額（百万円） 

兵庫県揖保郡御津町 遊休資産 土地       460 

当社は、固定資産について回転電気機械システム事業用資産、共用資産、賃貸用資産および遊休資産にグ
ルーピングしている。 

近年の地価の下落により、上記遊休資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失（460 百万円）として特別損失に計上した。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、原則として、不動産鑑定評

価額またはそれに準ずる方法により算定している。 
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  （リース取引関係） 

     ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 
 

 

  （有価証券関係） 
     前期（自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 17 年 3 月 31 日）及び当期（自 平成 17 年 4 月 1 日 至 平成 18 年

3 月 31 日）における子会社株式で時価のあるものはない。 
 

 

  （税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （単位：百万円） 

 当   期 

 （平成 18 年 3 月 31 日現在） 

繰延税金資産   

 賞与引当金超過額 141  

 繰越欠損金 101  

 退職給付引当金超過額 1,363  

 投資有価証券評価損 2  

 ゴルフ会員権評価損 15  

 土地再評価差損 15  

 その他 36  

繰延税金資産小計 1,677  

評価性引当額 △33  

繰延税金資産合計 1,644  
   

繰延税金負債   

 前払年金費用 △14  

 その他有価証券評価差額 △65  

繰延税金負債合計 △80  
   

繰延税金資産の純額 1,564  

   

再評価に係る繰延税金負債   

 土地再評価差益 △3,274  

 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

 
   当期は税引前当期純損失であるため、記載を省略した。 

 
 


